中小企業の経営革新シリーズ82
「快適空間お役立ち企業」として生きる
～自社の事業領域を守って新規事業に取り組む～

大阪産業経済リサーチセンター
主任研究員　木村　和彦
企業名：トキハ産業株式会社

事業内容：家具製造業
従業者数：85人（平成26年9月末現在）
住所：大阪市都島区大東町2-17-9
ＵＲＬ：http://www.tokiwa-mfg.co.jp/
はじめに

トキハ産業㈱（以下、同社）は、昭和22年、別注家具メーカーとして創業し、37年に株式会社化した創業から67年の歴史を持つ会社です。

その後、各種テーブルの天板を中心にして家具の製造を拡大するとともに、家庭用家具やカーテン等のインテリア用品の小売販売にも進出し、順調に業績を伸ばしてきました。
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シャルドネ枚方店のオリジナル家具・キッチン
１．リーマン・ショックによる減収への対応
しかし、平成20年9月に発生した「リーマン・ショック」により、業績は、製造部門が前年比55％、小売部門が前年比80％に低下してしまいました。

そして、藤川社長（以下、社長）は、この年の暮れ、毎年実施している社内向け新年あいさつの翌年向け原稿を作成するうち、従業員の削減という苦渋の選択をせざるを得ないと判断し、従業員名簿を手にするものの誰を解雇するか、を決断するには至りませんでした。
そんな苦渋が続く年末のある日、社長は夢を見ました。それは、封建時代の村落で、社長が村長でした。その村落では、ある年、冷害により農作物の収穫が大きく減少したため、全ての村民が暮らしていくことが不可能となり、老人等、生産性の低い村民の口減らしに着手したという夢です。
これは、「リーマン・ショック」時の社長の精神状態から生まれた夢であることは間違いないと思われますが、この夢は口減らししたことでは終わらず、続きがありました。
それは、口減らしの対象にならずに生き残ることができた村民の意識の問題でした。生き残ることができたので、今後は一度死んだものと考えて前向きに農作業に励むのではなく、次は誰が口減らしの対象になるのかと戦々恐々として気持ちが委縮し、農作業に力が入らず、相互不信が深まり、その結果、収穫が減少するという悪循環に陥り、最後には村落の絆が崩壊するという悪夢でした。

この悪夢から覚めた社長は、従業員解雇を実施すれば、同様のことが発生する（従業員がミスを恐れ、保守的になる、業務よりも就職先探しに注力する等）可能性が高いのではないかとして、従業員削減ではなく、全社一体で苦境を乗り切る途を選びました。具体的には、①従業員への業績の開示と解雇ゼロの宣言。それに伴う給与見直し（従来の年功型給与体系から業績考慮した給与体系への変更と一人一人の従業員との話合い実施）、②雇用調整助成金等の活用により経費削減を図るとともに、③耐久消費財中心であることによる既存事業の弱み（景況悪化に伴う消費者の買い控えの対象になりやすい等）を補うために、同社において新しい柱となるべき新事業に取組むことを表明しました。
２．消費財市場への進出と失敗
新事業は、買い控えしづらい消費財にしようと考えてはみたものの、既存事業とまったく関連のないものでは、どこから手をつけてよいのか分からないことは明白でしたので、家具・インテリアから発想できないかと模索する中、家具に使用する樹木の中には、「ヒバ材は虫よけに効く」、「白樺樹液は肌に良い」という言い伝えがあることに思い当たりました。そこで、樹木のエキスを活用した消費財に取り組むこととしたのでした。

同社では、樹木のエキス開発は行えませんが、新事業の方向が決まれば、その分野の情報に敏感になりますので、エキスを開発している企業も比較的容易に見つけることができました。
しかし、ここで同社はひとつ失敗しました。それは、取り組んだ製品が石鹸だったことです。

何故、失敗だったのか？
理由は大きく２つ挙げられます。①「白樺の石鹸」に取り組んだ理由が、当時、㈱悠香の「茶のしずく」石鹸が売れていたという安易といってよいものであること、②同社は自社を「快適空間お役立ち企業」と定義し、事業領域を居住空間に関するモノ・コトとしていることから外れていることでした。
結果、「白樺の石鹸」は、22年発売したものの、OEMのために必要な生産数量１万個を売り切るのに２年かかったのでした。
３．自社の事業領域を考えて再度トライ
「白樺の石鹸」は失敗だったものの、消費財への進出を諦めるという発想は社長にはありませんでした。
それは、①同社が存続していくためには、新しい柱が必要であること、②失敗したとはいえ、購買者からの評判は良かった（生産中止を伝えたところ、ある購買者は百個単位で発注してくれた）ためです。

そこで、今度は、「快適空間お役立ち企業」という定義に合致する製品である防カビ剤、防ダニ剤に取り組むこととしました。
24年秋に販売開始したところ、翌年25年３月には、関西を基盤にドラッグストアチェーン327店舗 (26年2月15日現在)を展開する㈱キリン堂へ納品開始、同年９月には、㈱イトーヨーカ堂へ納品開始と、順調に取引先開拓が進みました。これは、当時、マダニが媒介するウィルスによる感染症「重症熱性血小板減少症候群（Severe Fever with Thrombocytopenia Syndrome: SFTS）」で山口県の方が亡くなる等、ダニやダニ予防への関心が高まっていたという社会的背景が大きく影響しているでしょう。ただ、防カビ剤、防ダニ剤という製品が、衛生意識の高まりという時代の流れに合致していることと、公的機関での防カビ剤、防ダニ剤の効果データを整備する等の事前準備を怠りなく行っていたことも、大企業との取引に当たっては、重要な役割を果たしていることは間違いないでしょう。
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左から「カビちゃんバイバイ」、「防カビアロマ」、「ダニよけシリカ」
おわりに

その後、26年２月には、化粧品・日用雑貨卸大手の㈱Paltacとの取引が開始され、防カビ剤「防カビアロマ」・「カビちゃんバイバイ」、防ダニ剤「ダニよけシリカ」の26年７月期売上高は、約８千万円を計上することとなりました。
この数字は、同社にとってはまだ、新しい柱と呼べる金額ではありませんが、ドラッグストア店舗等での一般消費者向け販売に加え、新たな市場として、「快適空間お役立ち企業」という定義から外れることなく、施設管理を行う㈱成田空港美整社等、業務用途へも市場を拡大させています。
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